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令和３年第１回加須市議会定例会提出議案の概要 

                          招集日 令和３年２月１６日（火） 

 

１ 提出議案件数 

  専決関係               ４件 

予算関係              １６件 

  条例関係              １７件 

  事件関係              １０件         計 ４７ 件 

 ..................................................................................  

２ 個別議案の概要 

 ..................................................................................  

第１号議案   専決処分の承認を求めることについて 

(1) 趣 旨   令和２年１２月１１日に閣議決定された新型コロナウイルス感染症対策

予備費の使用に伴い、ひとり親世帯に対する臨時特別給付金の給付に係る

補正予算を緊急に編成する必要が生じ、令和２年１２月１４日に令和２年

度加須市一般会計補正予算（第９号）について専決処分を行ったこと。 

         （専決第２８号 令和２年１２月１４日専決処分） 

 (2) 件 名   令和２年度加須市一般会計補正予算（第９号）について 

(3) 今回補正予算額 １０，５４０千円 

(4) 補正後予算額 ５４，１１５，９０９千円 

  (5) 補正予算の主な内容 

  （歳入） 

  ア 国庫支出金 １０，５４０千円 

（歳出） 

ア ひとり親世帯への臨時特別給付金支給事業          １０，５４０千円 

 ..................................................................................  

 第２号議案   専決処分の承認を求めることについて 

 (1) 趣 旨   地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）において延滞金 

に係る規定の見直しが行われ、令和３年１月１日に施行されることに伴い、 

加須市介護保険条例の一部を改正することについて専決処分を行ったこと。 

         （専決第３０号 令和２年１２月２５日専決処分） 

(2) 内 容  ア 介護保険料における延滞金の特例基準割合について、次のとおり改め 

ること。 

 改正前 改正後 

名 称 特例基準割合 延滞金特例基準割合 

定 義 
租税特別措置法の規定によ

り告示された割合＋１％ 
平均貸付割合※＋１％ 

※前々年の９月から前年の８月までの各月における銀行の新規の短期貸

出約定平均金利の合計を１２で除して得た割合として前年の１１月３
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０日までに財務大臣が告示する割合 

        イ 令和３年１月１日から施行すること。 

ウ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

 第３号議案   専決処分の承認を求めることについて 

 (1) 趣 旨   地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）において延滞金 

に係る規定の見直しが行われ、令和３年１月１日に施行されることに伴い、 

加須市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正することについて専決処

分を行ったこと。 

         （専決第３１号 令和２年１２月２５日専決処分） 

(2) 内 容  ア 後期高齢者医療保険料における延滞金の特例基準割合について、次の 

とおり改めること。 

 改正前 改正後 

名 称 特例基準割合 延滞金特例基準割合 

定 義 
租税特別措置法の規定によ

り告示された割合＋１％ 
平均貸付割合※＋１％ 

※前々年の９月から前年の８月までの各月における銀行の新規の短期貸

出約定平均金利の合計を１２で除して得た割合として前年の１１月３

０日までに財務大臣が告示する割合 

イ 令和３年１月１日から施行すること。 

ウ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

第４号議案   専決処分の承認を求めることについて 

(1) 趣 旨   国において新型コロナウイルスのワクチン接種が承認された場合に、速

やかにワクチン接種が可能となるよう接種体制を確保するための補正予算

を緊急に編成する必要が生じ、令和３年１月１９日に令和２年度加須市一

般会計補正予算（第１０号）について専決処分を行ったこと。 

         （専決第１号 令和３年１月１９日専決処分） 

 (2) 件 名   令和２年度加須市一般会計補正予算（第１０号）について 

(3) 今回補正予算額 １２６，７９８千円 

(4) 補正後予算額 ５４，２４２，７０７千円 

  (5) 補正予算の主な内容 

  （歳入） 

  ア 国庫支出金 １２６，７９８千円 

（歳出） 

ア 新型コロナウイルスワクチン接種事業           １２６，７９８千円 

(6) 繰越明許費の設定 

ア 新型コロナウイルスワクチン接種事業 １２６，７９８千円 

 ..................................................................................  
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 第５号議案   令和３年度加須市一般会計予算 

 (1) 予算額   ４１，６７０，０００千円 

 (2) 概 要   別紙のとおり 

 ..................................................................................  

 第６号議案   令和３年度加須市国民健康保険事業特別会計予算 

 (1) 予算額   １２，５８４，７００千円 

 (2) 概 要   加入世帯 １６，４３０世帯 

         被保険者 ２６，４３０人（原則：７５歳未満） 

 ..................................................................................  

 第７号議案    令和３年度加須市国民健康保険直営診療所特別会計予算 

 (1) 予算額    １０６，１００千円 

 (2) 概 要    身近なかかりつけ医として、市民への適切な医療サービスを提供するた 

めの医業費及び施設管理費等を計上 

 ..................................................................................  

 第８号議案   令和３年度加須市後期高齢者医療特別会計予算 

 (1) 予算額   １，２９１，３００千円 

 (2) 概 要   被保険者 １５，３００人（原則：７５歳以上） 

 ..................................................................................  

 第９号議案   令和３年度加須市介護保険事業特別会計予算 

 (1) 予算額   ９，７４５，０００千円 

 (2) 概 要   第１号被保険者（６５歳以上）３３，７２６人 

 ..................................................................................  

 第１０号議案  令和３年度加須市農業集落排水事業特別会計予算 

 (1) 予算額   ６６０，７１８千円 

 (2) 概 要   農業集落排水処理施設１６処理区の維持管理費等を計上 

 ..................................................................................  

 第１１号議案  令和３年度加須都市計画事業野中土地区画整理事業特別会計予算 

 (1) 予算額   １０５，６２０千円 

 (2) 概 要   国庫補助金、前年度繰越金及び一般会計繰入金を主たる財源として、街路

築造・整地・工事費、建物等移設補償料等を計上 

 ..................................................................................  

 第１２号議案  令和３年度加須都市計画事業栗橋駅西(大利根地区)土地区画整理事業 

特別会計予算 

 (1) 予算額   １２，７７８千円 

 (2) 概 要   一般会計繰入金を主たる財源として、清算金分割徴収に係る事務費等を

計上 

 ..................................................................................  

 第１３号議案  令和３年度河野博士育英事業特別会計予算 

 (1) 予算額   ４，８８９千円 
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 (2) 概 要   ア 高等学校に在籍し、市内に住所を有する者で経済的な理由により学 

資金の支出が困難である者に対し年額１２０，０００円を支給する。 

         イ 対象者数 ３０人 

 ..................................................................................  

第１４号議案  令和３年度加須市水道事業会計予算 

 (1) 予算額   ４，０２２，３０９千円 

 (2) 概 要   ア 業務予定量 

          (ア) 給水戸数          ４９，３００戸 

          (イ) 年間給水量     １３，２１２，０００㎥ 

         イ 石綿セメント管更新工事   延長 ２，１２０ｍ 

         ウ 配水管布設工事等      延長 ２，２０４ｍ 

         エ 上水道管理センター耐震補強改修工事 

 ..................................................................................  

 第１５号議案  令和３年度加須市下水道事業会計予算 

 (1) 予算額   ３，１２０，１６７千円 

 (2) 概 要   ア 業務予定量 

          (ア) 水洗化戸数         ２１，７６４戸 

          (イ) 年間処理水量     ５，２７９，０００㎥ 

         イ 管渠築造工事 布設延長      ２，１０５ｍ 

 ..................................................................................  

第１６号議案  令和２年度加須市一般会計補正予算（第１１号） 

(1) 今回補正予算額 ９３０，６１０千円 

(2) 補正後予算額 ５５，１７３，３１７千円 

(3) 補正予算の主な内容 

  （歳入） 

ア 国庫支出金 ７４，３７１千円 

イ 県支出金 ３５，５４０千円 

ウ 寄附金 １５，１１０千円 

エ 繰入金 ２３８，２１７千円 

オ 繰越金 ２７４，３９８千円 

カ 諸収入                           ２，０００千円 

キ 市債 ２９０，９７４千円 

  （歳出） 

ア 公共施設等再整備基金事業                ２００，０００千円 

イ コミュニティバス運行事業                  １，４９７千円 

ウ ふるさと納税促進事業                    ３，７８９千円 

エ 水と緑と文化のまちづくり基金事業              ３，８６０千円 

オ コミュニティセンター管理運営事業                ７７０千円 

カ （仮称）北川辺コミュニティセンター整備事業       ２７８，２１８千円 
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キ 地域福祉基金積立事業                   １０，０００千円 

ク あけぼの園管理運営事業                   ７，４９５千円 

ケ 国民年金事業                          ５６１千円 

コ 介護保険事業特別会計繰出事業                  ９２４千円 

サ 民間保育所運営委託事業                  ８８，１９２千円 

シ 保育所アレルギー等対応特別給食提供事業             ５００千円 

ス 民間保育所助成事業                    １２，１０１千円 

セ 公立保育所管理運営事業                   ３，１１２千円 

ソ 災害時要援護者支援事業                   ９，８７６千円 

タ 医療体制確保基金事業                    １，２５０千円 

チ 加須クリーンセンターごみ処理事業             ４７，３１７千円 

ツ 担い手育成支援事業                     ８，８３４千円 

テ 農作物災害対策事業                    ２５，０９４千円 

ト 土地改良区管理用排水路整備支援事業            １２，５８６千円 

ナ 道路維持管理事業                     ５５，２００千円 

ニ 幹線道路新設改良事業                   ４６，０００千円 

ヌ 生活道路新設改良事業                    ４，０００千円 

ネ 公園整備事業                        ５，５５５千円 

ノ 溢水対策整備事業                     ３５，８００千円 

ハ 避難場所整備事業                     ２１，１７５千円 

ヒ 小学校施設整備事業                    ２３，４０３千円 

フ 中学校施設整備事業                    １３，９９３千円 

ヘ 公立幼稚園管理運営事業                   ６，５０５千円 

ホ 文化・学習センター管理運営事業               １，２９８千円 

マ 加須未来館管理運営事業                   １，７０５千円 

  (4) 繰越明許費の補正 

ア コミュニティセンター管理運営事業 ７７０千円 

イ （仮称）北川辺コミュニティセンター整備事業       ２９０，０８５千円 

ウ 市民総合会館管理運営事業                  ４，７３０千円 

エ 戸籍住民基本台帳事業                    ６，４２４千円 

オ あけぼの園管理運営事業                   ７，４９５千円 

カ 民間保育所助成事業                     ６，４２８千円 

キ 公立保育所管理運営事業                   ３，１１２千円 

ク 災害時要援護者支援事業                   ９，８７６千円 

ケ 加須クリーンセンターごみ処理事業             ４７，３１７千円 

コ 担い手育成支援事業                     ８，８３４千円 

サ 農作物災害対策事業                    ６０，０９７千円 

シ 土地改良区管理用排水路整備支援事業            １２，５８７千円 

ス 幹線用排水路改修事業                   １１，０００千円 
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セ 枝線用排水路改修事業                   ５４，２７０千円 

ソ 道路維持管理事業                    １２７，２００千円 

タ 幹線道路側溝事業                     ２７，１００千円 

チ 幹線道路新設改良事業                   ７２，７５５千円 

ツ 生活道路側溝事業                     ３１，８００千円 

テ 生活道路新設改良事業                   ２５，２７３千円 

ト 公園整備事業                        ５，５５５千円 

ナ 野中土地区画整理事業特別会計繰出事業            ４，４３５千円 

ニ 市街地排水路維持管理事業                 １２，２００千円 

ヌ 溢水対策整備事業                     ５４，１００千円 

ネ 避難場所整備事業                     ２１，１７５千円 

ノ 防災行政無線管理運営事業                 １３，８３８千円 

ハ 小学校施設整備事業                    ２５，４８２千円 

ヒ 中学校施設整備事業                    １３，９９３千円 

フ 公立幼稚園管理運営事業                   ６，５０５千円 

ヘ 市民学習カレッジ事業                      ７２６千円 

ホ 文化・学習センター管理運営事業               １，２９８千円 

マ 加須未来館管理運営事業                   １，７０５千円 

 (5) 地方債の補正 

ア 追加 

起債の目的 限度額 

(ア) （仮称）北川辺コミュニティ

センター整備事業 
１１４，３００千円 

(イ) 中学校施設整備事業 ５，０００千円 

(ウ) 減収補てん債 １６０，５７４千円 

イ 変更 

起債の目的 補正前限度額 補正後限度額 

(ア) 農地防災事業 １９，３００千円 ３０，４００千円 

 ..................................................................................  

 第１７号議案  令和２年度加須市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号） 

(1) 今回補正予算額 ６２，７８４千円 

(2) 補正後予算額 １２，４３７，６４７千円 

(3) 補正予算の主な内容 

（歳入） 

ア 国庫支出金 ４，２１０千円 

イ 県支出金 ▲１６，３２４千円 

ウ 繰越金 ７４，８９８千円 

（歳出） 

ア 償還金 ６２，７８４千円 
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 ..................................................................................  

第１８号議案  令和２年度加須市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

(1) 今回補正予算額 ９２４千円 

(2) 補正後予算額 ９，７３９，０７５千円 

(3) 補正予算の主な内容 

  （歳入） 

ア 繰入金 ９２４千円 

（歳出） 

ア 元気はつらつ介護予防事業 ９２４千円 

(4) 繰越明許費の設定 

ア 元気はつらつ介護予防事業 ９２４千円 

 ..................................................................................  

第１９号議案  令和２年度加須都市計画事業野中土地区画整理事業特別会計補正予算

（第１号） 

(1) 繰越明許費の設定 

ア 野中土地区画整理事業 １１６，１３３千円 

 ..................................................................................  

 第２０号議案  令和２年度河野博士育英事業特別会計補正予算（第１号） 

(1) 今回補正予算額 ７，０００千円 

(2) 補正後予算額 １１，７６９千円 

(3) 補正予算の主な内容 

  （歳入） 

ア 寄附金 ７，０００千円 

（歳出） 

ア 財産管理事業 ７，０００千円 

 ..................................................................................  

第２１号議案  加須市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例 

 (1) 趣 旨   ねたきり老人等日常生活用具給付等事業の廃止に伴い、当該事業に関す 

る事務を市独自利用事務から除くこと。 

(2) 内 容  ア ねたきり老人等日常生活用具給付等事業の廃止に伴い、当該事業に関 

する事務を、条例で定める個人番号を利用できる事務（市独自利用事務）

から除くこと。 

        イ 令和３年４月１日から施行すること。 

 ..................................................................................  

第２２号議案  加須市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   行政手続等における押印の見直しに伴い、新たに職員となった者が服務 

の宣誓をする場合の押印を不要とすること。 

 (2) 内 容  ア 新たに職員となった者が服務の宣誓をする場合の押印を不要とするこ 
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と。 

        イ 令和３年４月１日から施行すること。 

 ..................................................................................  

 第２３号議案  加須市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   持家に係る住居手当を廃止すること。 

 (2) 内 容  ア 持家に係る住居手当を廃止すること。 

イ 令和３年１０月１日から施行すること。 

ウ 令和３年１０月１日以後も引き続き当該手当の支給対象である職員に 

ついて、次のとおり経過措置を設けること。 

期間 支給する住居手当の月額 

令和3年10月～令和4年3月 
据置き 

3,000円（市内新築5年以内6,000円） 

令和4年4月～令和5年3月 1,500円（市内新築5年以内3,000円） 

令和5年4月以降 廃止 

 ..................................................................................  

 第２４号議案  加須市特別会計条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   加須市住宅新築資金等貸付事業特別会計の所期の目的が達成されたため、 

当該特別会計を廃止すること。 

(2) 内 容  ア 所期の目的が達成されたため、加須市住宅新築資金等貸付事業特別会計 

を廃止すること。 

イ 令和３年４月１日から施行すること。 

ウ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

 第２５号議案  加須市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   国民健康保険事業の円滑かつ安定的な運営を図るため、国民健康保険税 

の基礎課税額及び介護納付金課税額に係る限度額を改めること。 

(2) 内 容  ア 基礎課税額（医療給付費分）及び介護納付金課税額（介護納付金分）の 

限度額（減額に係る限度額を含む。）を次のとおり改めること。 

 改定前 改定後 

基礎課税額 

（医療給付費分） 
５８万円 ６３万円 

介護納付金課税額 

（介護納付金分） 
１６万円 １７万円 

イ 令和３年４月１日から施行すること。 

ウ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

第２６号議案  加須市手数料条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正に伴い、非 

住宅建築物の建築物エネルギー消費性能適合性判定等に係る手数料を定め
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る等すること。 

 (2) 内 容  ア 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の規定に基づく非住 

宅建築物の建築物エネルギー消費性能適合性判定等に係る手数料を定め

ること。 

（ア） 建築物エネルギー消費性能適合性判定 

ａ 建築物エネ

ルギー消費性

能向上計画が

認定又は変更

の認定を受け

たことを示す

書類が提出さ

れた場合 

建築物のエネル

ギー消費性能の

向上に関する法

律(以下「法」と

いう。)第 12 条

第1項又は第13

条第 2 項の規定

による場合 

床面積300㎡未満 1 件につき

11,000円 

床面積300㎡以上 1 件につき

19,000円 

法第12条第2項

又は第13条第3

項の規定による

場合 

床面積300㎡未満 1 件につき

5,500円 

床面積300㎡以上 1 件につき

9,500円 

ｂ ａ以外の場 

 合 

法第12条第1項

又は第13条第2

項の規定による

場合で建築物エ

ネルギー消費性

能基準等を定め

る省令（以下「省

令」という。）第

1 条第 1 項第 1

号イに定める基

準に適合するも

の 

床面積300㎡未満 1 件につき

267,000円 

床面積300㎡以上 1 件につき

334,000円 

法第12条第1項

又は第13条第2

項の規定による

場合で省令第 1

条第 1 項第 1 号

ロに定める基準

に適合するもの 

床面積300㎡未満 

 

 

1 件につき

102,000円 

床面積300㎡以上 1 件につき

130,000円 

 法第12条第2項

又は第13条第3

項の規定による

場合で省令第 1

条第 1 項第 1 号

イに定める基準

に適合するもの 

床面積300㎡未満 1 件につき

133,500円 

床面積300㎡以上 1 件につき

167,000円 
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法第12条第2項

又は第13条第3

項の規定による

場合で省令第 1

条第 1 項第 1 号

ロに定める基準

に適合するもの 

床面積300㎡未満 1 件につき

51,000円 

 

床面積300㎡以上 1 件につき

65,000円 

（イ） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則第１

１条の規定に基づく軽微な変更に該当していることを証する書面の交

付の申請に対する審査 

ａ 建築物エネルギー消費性能向

上計画が認定又は変更の認定を

受けたことを示す書類が提出さ

れた場合 

床面積300㎡未満 1 件につき

5,500円 

床面積300㎡以上 1 件につき

9,500円 

ｂ ａ以外の場合であって省令第

1条第1項第1号イに定める基準

に適合するもの 

床面積300㎡未満 1 件につき

133,500円 

床面積300㎡以上 1 件につき

167,000円 

ｃ ａ以外の場合であって省令第

1条第1項第1号ロに定める基準

に適合するもの 

床面積300㎡未満 1 件につき

51,000円 

床面積300㎡以上 1 件につき

65,000円 

        イ 都市の低炭素化の促進に関する法律の規定に基づく低炭素建築物新築 

等計画の認定の申請に対する審査等に係る手数料を減額すること。 

ウ その他規定の整備をすること。 

        エ 令和３年４月１日から施行すること。 

 ..................................................................................  

第２７号議案  加須市水と緑と文化のまちづくり基金条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   企業からの寄附金を、加須市まち・ひと・しごと創生推進計画に位置付け

られた事業に要する経費の財源に充てること。 

 (2) 内 容  ア 本市を応援しようとする企業から企業版ふるさと納税として寄附され 

た寄附金を、加須市まち・ひと・しごと創生推進計画（第２次加須市総 

合振興計画）に位置付けられた事業に要する経費の財源に充てること。 

イ 令和３年４月１日から施行すること。 

 ..................................................................................  

 第２８号議案  加須市子育て支援医療費支給に関する条例等の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部 

を改正する法律の施行による医療機関等における個人番号カードを用いた 

被保険者等の電子資格確認の導入に伴う規定の整備をすること。 

(2) 件 名  ア 加須市子育て支援医療費支給に関する条例の一部改正 

イ 加須市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部改正 
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ウ 加須市重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部改正 

 (3) 内 容  ア 医療機関等における個人番号カードを用いた被保険者等の電子資格確 

認が導入されることに伴う規定の整備をすること。 

イ 公布の日から施行すること。 

 ..................................................................................  

 第２９号議案  加須市敬老祝金贈呈に関する条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   コミュニティバスによる高齢者等の移動支援の充実及び長寿化の進展に 

伴う医療・介護ニーズの増加への対応に必要な財源を確保するため、満８８ 

歳の敬老祝金の額を改めること。 

 (2) 内 容  ア 満８８歳の敬老祝金の額を次のとおり改めること。 

「５０，０００円」⇒「３０，０００円」 

イ 令和３年４月１日から施行すること。 

 ..................................................................................  

 第３０号議案  加須市介護保険条例の一部を改正する条例 

(1) 趣 旨   介護保険法第１１７条第１項の規定に基づき定める第８期加須市介護保 

険事業計画を踏まえ、介護保険料率の改定を行うこと。 

 (2) 内 容  ア 令和３年度から令和５年度までの保険料の額を次のとおり定めること。 

区分 所得の範囲 
保険料の額 

（年額） 

第1段階 

生活保護受給者 

老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税

非課税の方 

世帯全員が市民税非課税で前年の合計所

得金額と課税年金収入額の合計が80万

円以下の方 

36,190円 

第2段階 

世帯全員が市民税非課税で前年の合計所

得金額と課税年金収入額の合計が120万

円以下の方 

50,660円 

第3段階 

世帯全員が市民税非課税で前年の合計所

得金額と課税年金収入額の合計が120万

円を超える方 

54,270円 

第4段階 

世帯の誰かが市民税を課税されている

が、本人は市民税非課税で前年の合計所

得金額と課税年金収入額の合計が80万

円以下の方 

65,130円 

第5段階 

世帯の誰かが市民税を課税されている

が、本人は市民税非課税で前年の合計所

得金額と課税年金収入額の合計が80万

円を超える方 

72,370円 

第6段階 本人が市民税課税で前年の合計所得金額 86,840円 
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が125万円未満の方 

第7段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額

が125万円以上210万円未満の方 
94,080円 

第8段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額

が210万円以上320万円未満の方 
108,560円 

第9段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額

が320万円以上390万円未満の方 
123,030円 

第 10 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額

が390万円以上の方 
130,270円 

イ アの第１段階から第３段階までに該当する者の減額賦課に係る保険料

の額を次のとおり定めること。 

区分 保険料の額（年額） 

第1段階 21,700円 

第2段階 36,190円 

第3段階 50,660円 

ウ 令和３年４月１日から施行すること。 

エ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

第３１号議案  加須市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（厚生労働省令）

の一部改正に伴い、指定居宅介護支援の事業に関する基準を改めること。 

 (2) 内 容  ア 指定居宅介護支援の事業に関する基準を次のとおり改めること。 

         （ア） 虐待防止のための措置（虐待防止の対策を検討する委員会の開

催及び介護支援専門員への結果の周知徹底、指針の整備、研修の実

施、担当者の配置並びに運営規程への記載）を講じることを義務付け

ること。 

         （イ） 指定居宅介護支援を提供するに当たって、科学的な裏付けのあ

る情報（リハビリテーションの実施状況、利用者の状態、ケアの実績

等の情報）の活用に努めることを義務付けること。 

         （ウ） 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、新たに次の事項につい

て利用者に説明を行い、理解を得ることを義務付けること。 

          ａ 前６箇月間に作成した居宅サービス計画（ケアプラン）の総数の

うち、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護

がそれぞれ位置付けられたケアプランの数が占める割合 

          ｂ 前６箇月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護ごとの回数のうち、同一の事

業者によって提供されたものが占める割合 

（エ） 「区分支給限度基準額に占めるケアプランに位置付けた指定居宅
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サービス等に係る費用の総額の割合」及び「指定居宅サービス等に係る

費用の総額に占める訪問介護の費用の割合」が厚生労働大臣が定める

基準に該当する場合であって、かつ、市からの求めがあった場合には、

ケアプランの妥当性を検討し、当該ケアプランに訪問介護が必要な理

由等を記載し、当該ケアプランを市に届け出ることを義務付けること。 

         （オ） ハラスメントにより介護支援専門員の就業環境が害されること

を防止するための方針の明確化等の措置を講じることを義務付けるこ

と。 

         （カ） 感染症や非常災害の発生時においても利用者に指定居宅介護支

援を継続的に提供するための措置（業務継続計画の策定、研修・訓練

の実施等）を講じることを義務付けること。 

         （キ） 感染症の発生及びまん延を防止するための措置（感染症予防等

の対策を検討する委員会の開催及び介護支援専門員への結果の周知徹

底、指針の整備並びに研修・訓練の実施）を講じることを義務付ける

こと。 

         （ク） 各種会議等について、テレビ電話装置等を活用して行うことを

可能とすること。 

         （ケ） 運営規程等の重要事項について、掲示する方法に代えて、閲覧

可能な形（ファイル等）で事業所に備え付けることを可能とするこ

と。 

         （コ） 書面で行う諸記録の作成、保存等及び利用者等への説明、同意

等について、電磁的方法（電子ファイル等）によることを可能とする

こと。 

イ 令和３年４月１日から施行すること。ただし、ア（エ）については、同 

年１０月１日から施行すること。 

ウ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

第３２号議案  加須市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に 

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（厚生労働省令）の

一部改正に伴い、指定介護予防支援の事業に関する基準を改めること。 

 (2) 内 容  ア 指定介護予防支援の事業に関する基準を次のとおり改めること。 

         （ア） 虐待防止のための措置（虐待防止の対策を検討する委員会の開

催及び担当職員への結果の周知徹底、指針の整備、研修の実施、担当

者の配置並びに運営規程への記載）を講じることを義務付けること。 

         （イ） 指定介護予防支援を提供するに当たって、科学的な裏付けのあ

る情報（リハビリテーションの実施状況、利用者の状態、ケアの実績
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等の情報）の活用に努めることを義務付けること。 

         （ウ） ハラスメントにより担当職員の就業環境が害されることを防止

するための方針の明確化等の措置を講じることを義務付けること。 

         （エ） 感染症や非常災害の発生時においても利用者に指定介護予防支

援を継続的に提供するための措置（業務継続計画の策定、研修・訓練

の実施等）を講じることを義務付けること。 

         （オ） 感染症の発生及びまん延を防止するための措置（感染症予防等

の対策を検討する委員会の開催及び担当職員への結果の周知徹底、指

針の整備並びに研修・訓練の実施）を講じることを義務付けること。 

         （カ） 各種会議等について、テレビ電話装置等を活用して行うことを

可能とすること。 

         （キ） 運営規程等の重要事項について、掲示する方法に代えて、閲覧

可能な形（ファイル等）で事業所に備え付けることを可能とするこ

と。 

         （ク） 書面で行う諸記録の作成、保存等及び利用者等への説明、同意

等について、電磁的方法（電子ファイル等）によることを可能とする

こと。 

イ 令和３年４月１日から施行すること。 

ウ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

第３３号議案  加須市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（厚生 

労働省令）の一部改正に伴い、指定地域密着型サービスの事業に関する基準 

を改めること。 

 (2) 内 容  ア 指定地域密着型サービスの事業に関する基準を次のとおり改めるこ

と。 

          【改正の概要】 

サービスの種類 改正内容 

全てのサービス （ア） 虐待防止のための措置（虐待防止の対策を検討す

る委員会の開催及び従業者への結果の周知徹底、指針の

整備、研修の実施、担当者の配置並びに運営規程への記

載）を講じることを義務付けること。 

（イ） サービスを提供するに当たって、科学的な裏付け

のある情報（リハビリテーションの実施状況、利用者の

状態、ケアの実績等の情報）の活用に努めることを義務

付けること。 

（ウ） ハラスメントにより従業者の就業環境が害される

ことを防止するための方針の明確化等の措置を講じる

ことを義務付けること。 

（エ） 感染症や非常災害の発生時においても利用者にサ
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ービスを継続的に提供するための措置（業務継続計画の

策定、研修・訓練の実施等）を講じることを義務付ける

こと。 

（オ） 感染症の発生及びまん延を防止するための措置

（感染症予防等の対策を検討する委員会の開催及び従

業者への結果の周知徹底、指針の整備並びに研修・訓練

の実施）を講じることを義務付けること。 

（カ） 各種会議等について、テレビ電話装置等を活用し

て行うことを可能とすること。 

（キ） 運営規程等の重要事項について、掲示する方法に

代えて、閲覧可能な形（ファイル等）で事業所に備え付

けることを可能とすること。 

（ク） 書面で行う諸記録の作成、保存等及び利用者等へ

の説明、同意等について、電磁的方法（電子ファイル等）

によることを可能とすること。 

指定夜間対応型

訪問介護 

（ア） オペレーター（利用者からの通報受付業務に従事

する者）が兼務できる範囲を次のとおり改めること。 

ａ 定期巡回サービス

（定期的に利用者の

居宅を訪問して行う

夜間対応型訪問介

護）の職務 

ｂ 同一敷地内の指定

訪問介護事業所又は

指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護

事業所の職務 

ｃ 利用者以外の者か

らの通報の受付業務 

⇒ 

ａ 左記のａからｃま

での職務等 

ｂ 同一敷地内の他の

施設等の職務 

ｃ 随時訪問サービス

（オペレーターから

の随時の連絡に対応

して行う夜間対応型

訪問介護）を行う訪

問介護員等 

（イ） 一部委託できるサービス及び委託先の範囲を次の

とおり改めること。 

【一部委託できるサービス】 

随時訪問サービス 

 
⇒ 

ａ 随時訪問サービス 

ｂ 定期巡回サービス 

【委託先】 

指定訪問介護事業所 

 

⇒ 

ａ 指定訪問介護事業

所 

ｂ 指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看

護事業所 

（ウ） オペレーションセンターサービスを複数の指定夜

間対応型訪問介護事業所間で集約化することを可能と

すること。 

（エ） 指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と

同一の建物に居住する利用者に対してサービスを提供

する場合は、当該建物に居住する利用者以外の者に対し

てもサービスの提供を行うよう努めることを義務付け

ること。 
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指定地域密着型

通所介護 

介護に直接携わる職員のうち医療・福祉関係の資格を有さ

ない者に対し、認知症介護基礎研修を受講させるために必

要な措置を講じることを義務付けること。 

指定療養通所介

護 

上記の指定地域密着型通所介護と同様の基準を設けるこ

と。 

指定認知症対応

型通所介護 

（ア） 上記の指定地域密着型通所介護と同様の基準を設

けること。 

（イ） 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者

が兼務できる範囲を次のとおり改めること。 

共用型指定認知症対応

型通所介護事業所の他

の職務又は同一敷地内

にある他の本体事業所

等の職務 

⇒ 

共用型指定認知症対応

型通所介護事業所の他

の職務かつ同一敷地内

にある他の本体事業所

等の職務 
 

指定小規模多機

能型居宅介護 

（ア） 上記の指定地域密着型通所介護と同様の基準を設

けること。 

（イ） 他の施設等が併設する場合に認められている当該

他の施設との管理者及び介護職員の兼務について、兼務

できる併設する施設等の種類を次のとおり改めること。 

ａ 指定認知症対応型

共同生活介護事業所 

ｂ 指定地域密着型特

定施設 

ｃ 指定地域密着型介

護老人福祉施設 

ｄ 指定介護療養型医

療施設 

ｅ 介護医療院 

⇒ 

ａ 左記のａからｅま

での施設等 

ｂ 指定介護老人福祉

施設 

ｃ 介護老人保健施設 

 

指定認知症対応

型共同生活介護 

（ア） 上記の指定地域密着型通所介護と同様の基準を設

けること。 

（イ） 「ユニットごとに１人以上」としている夜間・深

夜時間帯の職員体制について、３ユニットの場合におい

て、全てのユニットが同一階に隣接し、職員が円滑な利

用者の状況把握及び速やかな対応が可能な構造である

場合であって、安全対策が講じられているときは、「事業

所ごとに夜勤２人以上」の配置とすることを可能とする

こと。 

（ウ） 介護支援専門員である計画作成担当者の配置を次

のとおり改めること。 

 「ユニットごとに１人以上」⇒「事業所ごとに１人以上」 

（エ） 本体事業所とは別のサテライト型事業所に係る基

準を次のとおり新設すること。 

ａ 介護支援専門員である計画作成担当者に代えて厚

生労働大臣が定める研修（認知症介護実践者研修）を

修了している者を置くことを可能とすること。 

ｂ 本体事業所の管理者との兼務を可能とすること。 

（オ） １事業所のユニット数を次のとおり改めること。 

「１又は２」⇒「１以上３以下（サテライト型事業所に
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あっては、１又は２）」 

（カ） 第三者による外部評価について、都道府県が指定

する外部評価機関による評価（外部の者による評価）に

加えて、運営推進会議（市、高齢者相談センター等の公

正・中立な立場にある第三者で構成される会議）におけ

る評価を制度的に位置付けた上で、事業所が外部の者に

よる評価と運営推進会議における評価のいずれかの評

価を受けることとすること。 

指定地域密着型

特定施設入居者

生活介護 

上記の指定地域密着型通所介護と同様の基準を設けるこ

と。 

指定地域密着型

介護老人福祉施

設入所者生活介

護 

（ア） 上記の指定地域密着型通所介護と同様の基準を設

けること。 

（イ） 栄養士の配置基準を次のとおり改めること。 

 「栄養士 １人以上」⇒「栄養士又は管理栄養士 １人

以上」 

（ウ） 他の社会福祉施設等との連携を図ることにより施

設の効果的な運営を期待することができる場合であっ

て、入所者の処遇に支障がないときは、栄養士又は管理

栄養士を置かないことを可能とすること。 

（エ） 複数の指定（地域密着型）介護老人福祉施設を併

設する場合に認められている介護職員及び看護職員の

兼務の範囲を次のとおり改めること。 

ａ 従来型施設と従来

型施設が併設する場

合 

ｂ ユニット型施設と

ユニット型施設が併

設する場合 

⇒ 

ａ 左記のａ及びｂの

場合 

ｂ 従来型施設とユニ

ット型施設が併設す

る場合 

 

（オ） サテライト型居住施設において、本体施設が指定

（地域密着型）介護老人福祉施設である場合に、本体施

設の生活相談員により当該サテライト型居住施設の入

居者の処遇が適切に行われると認められるときは、生活

相談員を置かないことを可能とすること。 

（カ） 各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行う

ことを義務付けること。 

（キ） 口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者の状態に

応じた口腔衛生の管理を計画的に行うことを義務付け

ること。 

（ク） 事故発生の防止のための措置を適切に実施するた

めの担当者の配置を義務付けること。 

ユニット型指定

地域密着型介護

老人福祉施設入

所者生活介護 

（ア） 上記の指定地域密着型通所介護と同様の基準を設

けること。 

（イ） 上記の指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の（カ）から（ク）までと同様の基準を設けるこ

と。 

（ウ） １ユニットの定員を次のとおり改めること。 

 「おおむね１０人以下」⇒「原則としておおむね１０人
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以下とし、１５人を超えないもの」 

（エ） ユニット型個室的多床室（天井との隙間がある仕

切りで個室のように区切られ、共用のリビング等を併設

している居室）の新設を禁止すること。 

指定看護小規模

多機能型居宅介

護 

上記の指定地域密着型通所介護と同様の基準を設けるこ

と。 

イ その他規定の整備をすること。 

ウ 令和３年４月１日から施行すること。 

エ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

第３４号議案  加須市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指 

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（厚生労働省令）の一部改正に伴い、指定地域密着型介護予

防サービスの事業に関する基準を改めること。 

 (2) 内 容  ア 指定地域密着型介護予防サービスの事業に関する基準を次のとおり改

めること。 

          【改正の概要】 

サービスの種類 改正内容 

全てのサービス （ア） 虐待防止のための措置（虐待防止の対策を検討す

る委員会の開催及び従業者への結果の周知徹底、指針の

整備、研修の実施、担当者の配置並びに運営規程への記

載）を講じることを義務付けること。 

（イ） サービスを提供するに当たって、科学的な裏付け

のある情報（リハビリテーションの実施状況、利用者の

状態、ケアの実績等の情報）の活用に努めることを義務

付けること。 

（ウ） 介護に直接携わる職員のうち医療・福祉関係の資

格を有さない者に対し、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務付けること。 

（エ） ハラスメントにより従業者の就業環境が害される

ことを防止するための方針の明確化等の措置を講じる

ことを義務付けること。 

（オ） 感染症や非常災害の発生時においても利用者にサ

ービスを継続的に提供するための措置（業務継続計画の

策定、研修・訓練の実施等）を講じることを義務付ける

こと。 

（カ） 感染症の発生及びまん延を防止するための措置

（感染症予防等の対策を検討する委員会の開催及び従

業者への結果の周知徹底、指針の整備並びに研修・訓練

の実施）を講じることを義務付けること。 

（キ） 各種会議等について、テレビ電話装置等を活用し
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て行うことを可能とすること。 

（ク） 運営規程等の重要事項について、掲示する方法に

代えて、閲覧可能な形（ファイル等）で事業所に備え付

けることを可能とすること。 

（ケ） 書面で行う諸記録の作成、保存等及び利用者等へ

の説明、同意等について、電磁的方法（電子ファイル等）

によることを可能とすること。 

指定介護予防認

知症対応型通所

介護  

共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理

者が兼務できる範囲を次のとおり改めること。 

共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護事

業所の他の職務又は同

一敷地内にある他の本

体事業所等の職務 

⇒ 

共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護事

業所の他の職務かつ同

一敷地内にある他の本

体事業所等の職務 
 

指定介護予防小

規模多機能型居

宅介護 

他の施設等が併設する場合に認められている当該他の施

設との管理者及び介護職員の兼務について、兼務できる併

設する施設等の種類を次のとおり改めること。 

ａ 指定認知症対応型

共同生活介護事業所 

ｂ 指定地域密着型特

定施設 

ｃ 指定地域密着型介

護老人福祉施設 

ｄ 指定介護療養型医

療施設 

ｅ 介護医療院 

⇒ 

ａ 左記のａからｅま

での施設等 

ｂ 指定介護老人福祉

施設 

ｃ 介護老人保健施設 

 

指定介護予防認

知症対応型共同

生活介護 

（ア） 「ユニットごとに１人以上」としている夜間・深

夜時間帯の職員体制について、３ユニットの場合におい

て、全てのユニットが同一階に隣接し、職員が円滑な利

用者の状況把握及び速やかな対応が可能な構造である

場合であって、安全対策が講じられているときは、「事業

所ごとに夜勤２人以上」の配置とすることを可能とする

こと。 

（イ） 介護支援専門員である計画作成担当者の配置を次

のとおり改めること。 

 「ユニットごとに１人以上」⇒「事業所ごとに１人以上」 

（ウ） 本体事業所とは別のサテライト型事業所に係る基

準を次のとおり新設すること。 

ａ 介護支援専門員である計画作成担当者に代えて厚

生労働大臣が定める研修（認知症介護実践者研修）を

修了している者を置くことを可能とすること。 

ｂ 本体事業所の管理者との兼務を可能とすること。 

（エ） １事業所のユニット数を次のとおり改めること。 

「１又は２」⇒「１以上３以下（サテライト型事業所に

あっては、１又は２）」 

（オ） 第三者による外部評価について、都道府県が指定

する外部評価機関による評価（外部の者による評価）に

加えて、運営推進会議（市、高齢者相談センター等の公
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正・中立な立場にある第三者で構成される会議）におけ

る評価を制度的に位置付けた上で、事業所が外部の者に

よる評価と運営推進会議における評価のいずれかの評

価を受けることとすること。 

イ その他規定の整備をすること。 

ウ 令和３年４月１日から施行すること。 

エ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

 ..................................................................................  

 第３５号議案  加須市医療診断センター運営委員会条例及び加須市予防接種健康被害調 

査委員会条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   保健事業と介護予防を一体的に実施するための組織を再編することに伴 

い、関係する条例を改めること。 

(2) 件 名  ア 加須市医療診断センター運営委員会条例の一部改正 

イ 加須市予防接種健康被害調査委員会条例の一部改正 

 (3) 内 容  ア 組織再編に伴い、(2)のア及びイの条例中に引用する部課名を次のと

おり改めること。 

「健康医療部医療体制推進課」⇒「健康医療部健康医療推進課」 

（(2)ア関係） 

「健康医療部健康づくり推進課」⇒「健康医療部健康医療推進課」 

（(2)イ関係） 

イ 令和３年４月１日から施行すること。 

 ..................................................................................  

 第３６号議案  加須市が管理する市道の構造等の基準に関する条例の一部を改正する条 

         例 

 (1) 趣 旨   道路構造令の一部改正に伴い、規定の整備をすること。 

 (2) 内 容  ア 道路構造令の一部改正に伴い、条文中に引用する条項を次のとおり改

めること。 

「第４１条第１項」⇒「第４２条第１項」 

イ その他規定の整備をすること。 

ウ 公布の日から施行すること。 

 ..................................................................................  

 第３７号議案  加須市高齢者、障害者等の移動等の円滑化を促進するための基準に関す

る条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律等の一部改正に 

伴い、規定の整備をすること。 

 (2) 内 容  ア 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部改正に 

伴い、条文中に引用する条項を次のとおり改めること。 

「第２条第１６号」⇒「第２条第１８号」 

「第２条第１８号」⇒「第２条第２０号」 
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イ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部

改正に伴い、条文中に引用する条項を次のとおり改めること。 

「第２３条」⇒「第２４条」 

ウ 令和３年４月１日から施行すること。 

 ..................................................................................  

 第３８号議案  市道路線の認定について 

 (1) 趣 旨   開発行為に伴い市に帰属された道路を市道として管理するため認定する 

こと。 

 (2) 内 容   市道５５９２号線ほか５路線 

 ..................................................................................  

 第３９号議案  市道路線の認定について 

 (1) 趣 旨   開発行為に伴い再編成された道路を市道として管理するため認定するこ 

と。 

 (2) 内 容   市道５５９３号線ほか４路線 

 ..................................................................................  

 第４０号議案  市道路線の廃止について 

 (1) 趣 旨   開発行為に伴い不用路線となる道路を廃止すること。 

 (2) 内 容   市道５１５８号線ほか２路線 

 ..................................................................................  

 第４１号議案  市道路線の廃止について 

 (1) 趣 旨   道路利用状況により不用路線となる道路を廃止すること。 

 (2) 内 容   市道３１６２号線ほか３路線 

 ..................................................................................  

 第４２号議案  市道路線の認定について 

 (1) 趣 旨   道路改良事業に伴い再編成される道路を市道として管理するため認定す 

ること。 

 (2) 内 容   市道６６８３号線 

 ..................................................................................  

 第４３号議案  市道路線の認定について 

 (1) 趣 旨   県道久喜騎西線バイパスの整備に伴い再編成され、又は市に移管される 

道路を市道として管理するため認定すること。 

 (2) 内 容   市道１７２号線及び市道１７３号線 

 ..................................................................................  

 第４４号議案  市道路線の認定について 

 (1) 趣 旨   栄水防拠点の整備に伴い再編成された道路を市道として管理するため認 

定すること。 

 (2) 内 容   市道北１４７７号線ほか４路線 

 ..................................................................................  

 第４５号議案  市道路線の廃止について 
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 (1) 趣 旨   栄水防拠点の整備に伴う再編成により不用路線となる道路を廃止するこ 

と。 

 (2) 内 容   市道北１４２１号線ほか５路線 

 ..................................................................................  

 第４６号議案  市道路線の認定について 

 (1) 趣 旨   一般国道１２５号バイパスの整備に伴い再編成される道路を市道として 

管理するため認定すること。 

 (2) 内 容   市道２４２号線ほか１８路線 

 ..................................................................................  

 第４７号議案  市道路線の廃止について 

 (1) 趣 旨   一般国道１２５号バイパスの整備に伴う再編成により不用路線となる道 

路を廃止すること。 

 (2) 内 容   市道２４２号線ほか１１路線 

 ..................................................................................  

 


